133V1 付属証明書B
	申込日：20
	年
	
	月
	
	日

	申込商品ブランド名
	

	申込者(会社名)
	



＜付属証明書の作成方法＞
1． 申込製品に関する必要事項を「記入欄」に記載して下さい。
「記入欄」に網かけがある「項目」は記入不要です。
2． 「添付証明書」欄の各証明書を用意して下さい。各証明書は、本付属証明書と併せてエコマーク商品認定・使用申込時に提出して下さい。
「添付証明書」に網かけのある「項目」は、添付証明書の提出は不要です。
3． 各証明書の作成は(記入例)を参照して下さい。
4． 「添付証明書」の作成は「添付証明書の発行者」欄を確認して下さい。

	項目
	添付証明書
	添付証明書の発行者

	エコマーク表示有無(予定)
	· ある
□製品／□包装／□カタログ・リーフレット
□取扱説明書／□その他(　　　　　　　　)
· なし　

(表示する場合は表示設計図のご提出が必要です。)
(該当する事項をチェックして下さい。)
	申込者

	
	表示予定設計図の提出(書式自由・原稿)
	

	


	項目
	記入欄
	添付証明書
	添付証明書の
発行者

	製品を開発した会社
	　□他社／□自社
(該当する事項をチェックして下さい)
	他社開発製品の場合、申込承諾書(記入表0)
	申込承諾者

	本商品類型で、既に認定を受けている商品を別ブランドとして申込む場合
	ブランド名以外の変更が　 □ある／□ない
(該当する事項をチェックして下さい)

(ブランド名以外変更がなければ、以下の項目の証明は不要です)
	エコマーク商品認定審査結果通知書の写し

変更点についての認定基準に対する証明書(変更がある場合)

	









	
分析試験場について

	一般原則
	分析試験場はISO/EEC17025(一致規格JIS Q17025)に従って運営されていること(認定までは問わない)。申請者は書類作成と分析の費用を負担する

	製造者の試験場である場合の特別な要求事項
	監督官庁がサンプリングや分析過程を監視しているか、または分析と試験の実施の認可を受けているか、その製造者がサンプリングと分析を含む品質システムを確立し、ISO9001(一致規格JIS Q9001)を保持している場合には、製造者の試験場は分析やテストを執り行うことが認められる

	試験
	試験を行なった試験場について、それぞれ下記の情報を記載してください

	エネルギー消費
	1.試験場名
	


	
	2.試験場住所
	



	
	3.自社試験場
　　の場合
	· サンプリングと分析を含む品質システムを確立しISO9001を保持している
□監督官庁がサンプリングや分析過程を監視している
□分析と試験の実施の認可を受けている

	
	3.他社試験場
　　の場合
	
ISO/EEC17025に従って運営されている

	□はい
□いいえ



	リユース機について

	リユース機の定義
	次のa.およびb.を満たす製品とする
　a.「製造停止」後1年以上を経た製品を「母機」としていること
　b.質量比において、「元となる製品」より80％以上の部品を再使用していること

製造停止：製品の最終製造日であり、この日以降、再度製造するこ
　　　　　とがない日
母機：第一世代の製品
元となる製品：リユースの対象となる直前の世代の製品を指し、「母
　　　　　　　機」とは限らず、すでにリユースされている製品の
　　　　　　　場合もある(複数回リユース時)

	　□リユース機である(上記の定義を満たしている)
	
　

	＜参考＞
	主な取り替え部品の名称および材質(例：PP)を記載してください





	申込商品について

	デジタル印刷機の種類
	リユース機

	　　　型式(機種)名
	　　二次電池
	　　母機の型番(上段)
製造停止日(下段)
	　元となる製品の型番　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	　使用が　　有／無
	
	

	
	
	
	

	
	　使用が　　有／無
	
	

	
	
	
	

	
	　使用が　　有／無
	
	

	
	
	
	

	
	　使用が　　有／無
	
	

	
	
	
	

	
	　使用が　　有／無
	
	

	
	
	
	

	
	　使用が　　有／無
	
	

	
	
	
	

	
	　使用が　　有／無
	
	

	
	
	
	

	
	　使用が　　有／無
	
	

	
	
	
	

	
	　使用が　　有／無
	
	

	
	
	
	

	
	　使用が　　有／無
	
	

	
	
	
	

	
	　使用が　　有／無
	
	

	
	
	
	

	
	　使用が　　有／無
	
	

	
	
	
	

	
	　使用が　　有／無
	
	

	
	
	
	

	
	　使用が　　有／無
	
	

	
	
	
	

	
	　使用が　　有／無
	
	

	
	
	
	

	
	　使用が　　有／無
	
	

	
	
	
	

	
	　使用が　　有／無
	
	

	
	
	
	

	
	　使用が　　有／無
	
	

	
	
	
	

	
	　使用が　　有／無
	
	

	
	
	
	





	



項目
	基準概要
	記入欄
	添付証明書
	添付証明書の
発行者

	4-1-1
(1)
	機器が「機器本体の３R設計」に適合する
	　□　はい
　□　いいえ
	「機器本体の３Ｒ設計」
	申込者(担当)

	4-1-1
(２)
	25g以上のプラスチック製筐体部品は、一つのホモポリマーまたはコポリマーから作られている
	　□　はい
　□　いいえ
	プラスチック材料リスト
(記入表　A)
	申込者(担当)
または
製造事業者(担当)

	4-1-1
(３)
	25g以上のプラスチック製筐体部品は、4種類以下の互いに分離可能なポリマーまたはポリマーブレンドにより構成されている
ラベルなどは、分離が容易でない場合は、それらが貼り付けられる部分と同一の材質であるか、もしくはリサイクルを妨げない素材であるか
	　□　はい
　□　いいえ
　□　はい
　□　いいえ
	プラスチック材料リスト
(記入表　A)
	申込者(担当)
または
製造事業者(担当)

	4-1-2
(4)
	リユース機は適用除外
	　
	
	

	4-1-2
(５)
	25ｇ以上のプラスチック製筐体部品にハロゲンを含むポリマーを使用していない
また、処方構成成分として、難燃剤として有機ハロゲン化合物を添加していない(適用除外規定あり)
	　□　はい
　□　いいえ
	プラスチック材料リスト
(記入表　A)
	申込者(担当)
または
製造事業者(担当)

	4-1-2
(６)
	25ｇ以上のプラスチック製筐体部品に処方構成成分として添加される難燃剤の成分名称とＣＡＳ　No.あるいは「ISO1043-4(JISK6899-4)」 コード番号の報告
また、REACHにおけるSVHC(高懸念物質)として挙げられた物質のうち、該当する難燃剤の使用有無に関する調査状況(使用のある場合にはCAS No.)を報告する(適用除外規定あり)
	　□　はい
　□　いいえ
	プラスチック材料リスト
(記入表　A)
	申込者(担当)
または
製造事業者(担当)

	4-1-2
(７)
	25g以上のプラスチック製筐体部品には、規則(EC)No.1272/2008　Annex VIの表3のCMRカテゴリ1Aまたは1Bに分類される下表1の物質、またはTRGS905において発がん性・変異原性・生殖毒性に分類される物質を処方構成成分として含まない
また、三酸化アンチモンを処方構成成分として使用のない
(適用除外規定あり)
	　□　はい
　□　いいえ
	プラスチック材料リスト
(記入表　A)
	申込者(担当)
または
製造事業者(担当)

	4-1-2
(８)
	プラスチック部品はISO1043第1～4部(一致規格JIS　K6899-1～4)の考慮のもとでISO11469(一致規格JIS　K6999)によるマーキングが施されている(25g未満または平ら面積が200ｍ㎡未満の部品または再使用するプラスチックはこの限りではない)
	　□　はい
　□　いいえ
	マーキング部品リスト
(記入表　１)　　
	申込者(担当)
または
製造事業者(担当)

	4-1-2
(９)
	機器は鉛・水銀・カドミウムおよびそれらの化合物、六価クロム化合物、ポリブロモビフェニル(PBB)、ポリブロモジフェニルエーテル(PBDE)、フタル酸エステル類の含有率が、RoHS(II)指令のAnnex IIの修正に関する委員会委任指令[Commission Delegated Directive (EU)2015/863]のAnnex II(表2)に適合すること。ただし、Annex IIIに指定されているものは除く
また、短鎖塩素化パラフィン(鎖状C数が10～13、含有塩素濃度が50%以上)の難燃剤を処方構成成分として添加していない
	□　はい
□　いいえ
	
	

	4-1-2
(１０)
	欠番
	
	
	

	4-1-3
(１１)
	使用する電池はカドミウム、鉛、水銀およびその化合物を処方構成成分として添加していない
	　□ はい
　□ いいえ
	
	

	
	　カドミウム・カドミウム化合物の含有
　水銀・水銀化合物の含有
　鉛・鉛化合物の含有
	　□有／□無
　□有／□無
　□有／□無
	
	

	4-1-4
(１２)
	インクは、SDSを備えている
	　□　はい
　□　いいえ
	SDS
	インク製造事業者(担当)

	4-1-4
(１３)
	インクには、印刷インキ工業連合会「印刷インキに関する自主規制(ネガティブリスト規制)」で規制される物質を処方構成成分として添加していない
	　□　はい
　□　いいえ
	証明書
(記入表　２)
	インク製造事業者(担当)

	4-1-4
(１４)
	インクに使用される樹脂は、ハロゲン系元素を含む樹脂を処方構成成分として添加していない
	　□　はい
　□　いいえ
	証明書
(記入表　２)
	インク製造事業者(担当)

	4-1-4
(１５)
	インクの石油系溶剤から検出される芳香族成分がインク中に容量比1.0％未満である(JIS　K2536による)
	　□　はい
　□　いいえ
	溶剤供給元または分析試験所が発行する試験成績証明書を元に計算した資料
	インク製造事業者(担当)

	4-1-4
(１６)
	インク中の石油系溶剤が30%以下である
	　□　はい
　□　いいえ
	SDS
	インク製造事業者(担当)

	
	インク中のVOC成分が5%未満である
	　□　はい
　□　いいえ
	試験成績証明書(試験結果と分析方法)
または
インク中のＶＯＣ含有量を記した証明書
	試験機関

または
インク製造事業者(担当)

	4-1-4
(１７)
	「事務機会製品の安全確保のための表示実施要領」に基づいた表示した製品を使用している
	　□　はい
　□　いいえ
	
	

	4-1-4
(１８)
	インク容器のプラスチック製部品は、PＢＢ、 PBDEおよび短鎖塩素化パラフィン(鎖状炭素数が10～13、含有塩素濃度が50%以上)を処方構成成分として添加していない
	　□　はい
　□　いいえ
	
	

	4-1-4
(１９)
	インク容器のプラスチック製部品はカドミウム、鉛、水銀およびその　化合物を処方構成成分として添加していない
	　□　はい
　□　いいえ
	
	

	4-1-4
(２０)
	インク容器のプラスチック部品はISO1043第1～4部(一致　規格JIS　K6899-1～4)の考慮のもとでISO11469(一致規格JIS　K6999)によるマーキングが施されている(25g未満または平ら面積が200ｍ㎡未満の部品または再使用するプラスチックはこの限りではない)









	　□　はい
　□　いいえ
　□　該当部品
　　　　　なし
	マーキング部品リスト
(記入表　3)　　
	申込者(担当)
または
製造事業者(担当)

	4-1-4
(２１)
	インク100ｍｌ当りの容器のプラスチック材質量
	　
	
	

	
	□7ｇ未満　(本基準項目は適用除外)
	
	
	

	
	□７ｇ以上

インク容器を回収する仕組みが存在し、回収率が55%以上であり、回収したインク容器の再資源化率が、95%以上である
	　□　はい
　□　いいえ
	インク容器の回収システムの説明、回収率および再資源化率を明記した証明書
(上市後1年未満の製品の回収率については、回収の仕組みが整備されていることを具体的に記載した説明書)
	申込者(担当)


	
	回収したインク容器のうち再資源化できない部分は、環境に調和した方法で処理・処分している
	　□　はい
　□　いいえ
	説明資料(処理能力、処理内容、など)
	申込者(担当)

	4-1-4
(２２)
	インク100ｍｌ当りの容器のプラスチック材質量
	　
	
	

	
	　□7ｇ以上　(本基準項目は適用除外)
	
	
	

	
	　□7ｇ未満
素材毎の分離分別の容易さが考慮されている
	　□　はい
　□　いいえ
	説明資料(インク容器の構造、材料、分離・分別の考慮内容、など。図・写真などで補足)
	申込者(担当)

	4-1-4
(２３)
	マスターのプラスチック製部品に、ハロゲンを処方構成成分として含むポリマーを使用していない
また、以下を含む、有機ハロゲン化合物を処方構成成分として添加していない
・PBB
・PBDE
・短鎖塩素化パラフィン(鎖状炭素数が10～13、含有塩素濃度50％以上)
	　□　はい
　□　いいえ
	
	

	4-1-4
(２４)
	インク容器本体またはその包装にインク容器の取扱に関する情報として、次のa.～d.を明記している
a.正しい取扱い方法
b.インクが手についた場合および万一、目や口などに入った場合の処置
c.子供の手が届かない場所に保管するべきこと
d.使用後の廃棄方法または回収方法
	　□　はい
　□　いいえ
	情報提供の該当部分
(インク容器もしくはその包装の見本、写真、印刷用版下など)
	

	4-1-5
(２５)
	使用する紙によっては機器の使用時に紙粉が発生することがあること、および設置場所への配慮、清掃、換気の励行などの、使用上の留意事項を製品添付証明書に記載している
	　□　はい
　□　いいえ
	製品添付書類の該当部分
	

	4-1-6
(２６)
	使用される用紙が、以下a.～c.に該当する場合は、当該基準に合致する用紙を、各社の品質管理上の規定に基づき、少なくとも1種類以上が使用可能である
a.エコマークNo.106「情報用紙Version3」の適用範囲「PPC 用紙、フォーム用紙、カラープリンタ用紙（インクジェット用紙）」
b.エコマークNo.107「印刷用紙Version3」の適用範囲「印刷用紙（ただし、経済産業省「紙・パルプ統計年報」による紙の品目分類のうち、「筆記・図画用紙」等に含まれる画用紙類に使用されるものは除く）」
c.グリーン購入法「2.紙類」の【情報用紙】「コピー用紙、フォーム用紙、インクジェットカラープリンター用塗工紙」、【印刷用紙】「塗工されていない印刷用紙、塗工されている印刷用紙」
	使用可能な用紙
	□a ／ □b　／　□c

	製造事業者名
	

	銘柄名
	

	エコマーク認定番号
	


※エコマーク認定番号は、認定の用紙の場合に限り記載すること
※複数の用紙が使用可能な場合には、代表の用紙を記載すること
	　□　はい
　□　いいえ

　□対象となる用紙を使用しない機器である
	
	

	4-1-7
(２７)
	修理の受託体制が整備され、機器利用者の依頼に応じて修理を行っている
	　□　はい
　□　いいえ
	
	

	
	体制の整備として以下の点に関する情報提供がなされている
a.修理を受託することの情報提供
b.修理の範囲(サービス内容)、必要期間、費用、機器利用者向けの対応方法、もしくは必要な情報を提供できるような連絡先
	　□　はい
　□　いいえ
	製品添付書類の該当部分
	


	4-1-7
(２８)
	機器の保守はトレーニングを受けた人員、または専門知識を有する人員のみが行なうシステムとなっている
	　□　はい
　□　いいえ
	
	

	4-1-7
(２９)
	インク・マスターおよび保守部品の供給期間は、当該製品の製造停止後7年以上である
	　□　はい
　□　いいえ
	製品添付書類の該当部分
	

	4-1-8
(３０)
	製品の回収および部品の再使用や材料のマテリアルリサイクルのシステムがあり、再資源化できない部分は環境に調和した方法で処理・処分している　
	　□　はい
　□　いいえ
	説明資料(回収システム、再使用・マテリアルリサイクル・再資源化の内容、処理能力、処理内容)
	申込者(担当)

	4-1-9
(３１)
	製品の包装に使用されるプラスチック材料は、表3に掲げる特定フロン(CFC5種)・その他ＣＦＣ・四塩化炭素・トリクロロエタン・代替フロン(ＨＣＦＣ)を使用していない
	　□　はい
　□　いいえ
	
	

	4-1-9
(３２)
	製品の包装に使用されるプラスチック材料は、ロゲン系元素で構成される樹脂および有機ハロゲン化合物を処方構成成分として添加していない
	　□　はい
　□　いいえ
	
	

	4-1-9
(３３)
	製品の包装は、省資源・再使用・リサイクルの容易さに考慮されている
	　□　はい
　□　いいえ
	説明書(包装状態、包装材料、包装材の原材料名を確認できる説明および、考慮した内容の具体的な説明および図)
	申込者(担当)

	4-1-10
(３４)
	[bookmark: _GoBack]製品の電力消費は、表4に示す「環境物品等の調達の推進等に関する基本方針」OA機器デジタル印刷機の「表　デジタル印刷機のエネルギー消費効率の基準」に示される基準に適合している
	　□　はい
　□　いいえ
	証明書
(記入表　７)
	申込者(担当)

	4-1-11
(３５)
	製品添付書類にユーザ情報を明記している
a.機器の設置条件
b.使用後の製品のリサイクル情報
c.使用後の製品の受け入れ場所
d.使用後のインク容器の廃棄方法または回収　方法
e.使用後の二次電池の回収・再使用・マテリアルリサイクル・再資源化または廃棄物処理情報
f.調整可能な機能を消費電力が最大になるように設定した状態での製販時、印刷時の消費電力
g.詳細な製品情報を入手するための連絡先または参照先
h.インク容器の正しい取扱い方法
i.インクが手についた場合および万一、目や口などに入った場合の処置
j.インク容器は子供の手が届かない場所に保管するべきこと
k.十分な清掃と換気を行なうべきこと
l.製品の消耗品として供給されるインクが、インクに関する基準4-1-4(12)～(16)を満たしていること
	　□　はい
　□　いいえ

※二次電池の使用がない製品は左記のe.は製品添付書類への記載は不要
	製品添付書類のそれぞれの該当部分
	

	4-1-12
(３７)
	最終製造段階・製品またはサーキットボード最終供給段階・部品再使用のための洗浄において、表3に掲げる特定フロン(ＣＦＣ5種)・その他CFC・四塩化炭素・トリクロロエタン・代替フロン(ＨＣＦＣ)を使用していない
	　□　はい
　□　いいえ

再使用部品を
　□使用する
　□使用しない
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	4-1-12
(３８)
	本体、マスター、インキの製造にあたって、最終製造工程を行う工場が立地している地域の環境法規等を順守している
	　□　はい
　□　いいえ
	証明書(記入表　8)
	本体、マスター、インク製造事業者の最終組立工場の工場長

	
	申込日より過去5年間の環境法規等の違反がない
もしくは、違反があった場合には、すでに適正な改善をはかり再発防止策を講じ、以後は関連する環境法規等を適正に順守している
	　□　はい
　□　いいえ
	
	



＜付属証明書（案）＞
配慮事項
認定の要件ではないが、製造にあたっては以下に配慮することが望ましい
	

項目
	基準概要＆記入欄
	

	5.（１）
	印刷工場の立地
	□日本　／　□海外
	

	
	a. 古紙リサイクルに支障をきたさない製本形態である
ただしホットメルト接着剤の使用を認める
	□はい　／　□いいえ
	

	
	b. 使用用紙のパルプ漂白工程で塩素ガスを使用していない
	□はい　／　□いいえ
	

	
	c. 使用用紙の古紙パルプ配合率が70％以上であること（d. 海外製造の場合、古紙パルプ配合率が30%以上であること）
	□はい　／　□いいえ
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申込日： 20  年   月   日  

申込商品ブランド名   

申込者 ( 会社名 )   

  ＜付属証明書の作成方法＞   １．   申込製品に関する必要事項を「記入欄」に記載して下さい。   「記入欄」に網かけがある「項目」は記入不要です。   ２．   「添付証明書」欄の各証明書を用意して下さい。各証明書は、本付属証明書と併せてエコマーク 商品認定・使用申込時に提出して下さい。   「添付証明書」に網かけのある「項目」は、添付証明書の提出は不要です。   ３．   各証明書の作成は ( 記入例 ) を参照して下さい。   ４．   「添付証明書」の作成は「添付証明書の発行者」欄を確認して下さい。    

項目  添付証明書  添付証明書の 発行者  

エコマーク表示有無 ( 予定 )  □   ある   □製品／□包装／□カタログ・リーフレット   □取扱説明書／□その他 (          )   □   なし       ( 表示する場合は表示設計図のご提出が必要です。 )   ( 該当する事項をチェックして下さい。 )  申込者  

表示予定設計図の提出 ( 書式自由・原稿 )  

   

項目  記入欄  添付証明書  添付証明書の   発行者  

製品を開発した会社    □他社／□自社   ( 該当する事項をチェックして下さい )  他社開発製品の場合、 申込承諾書 ( 記入 表 0 )  申込承諾者  

本商品類型で、既に認 定を受けている商品を 別ブランドとして申込 む場合  ブランド名以外の変更が     □ある／□ない   ( 該当する事項をチェックして下さい )     ( ブランド名以外変更がなければ、以下の項目 の証明は不要です )  エコマーク商品認定審 査結果通知書の写し     変更点についての認定 基準に対する証明書 ( 変更がある場合 )             

     

